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項　　　　　目 H23年度 H22年度 増減額 増減率

【数値は全て出雲市と旧斐川町の合算値（地方財政状況調査より集計）】
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3．経常収支比率の状況
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●実質公債費比率（単年度）　　公債費に準ずる債務
負担行為の減、地方税等の標準税収入額及び普通
交付税の増等による標準財政規模の増により、対前年
度比0.9％の改善につながった。
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●経常収支比率　　経常一般財源は地方税及び交付税が増加したが、臨時財政対策債等の減少もあ
り、前年度対比で減となった。一方、経常支出充当一般財源は行財政改革効果等による減があるもの
の、人件費、公債費、繰出金等の増加幅がこれを上回り、前年度対比で増となった。このため、経常収
支比率が1.0ポイント上昇した。
　 経常一般財源：地方税 ＋138　普通地方交付税 ＋624　臨時財政対策債 △784
 　経常支出充当一般財源：人件費 ＋285　公債費 ＋263　繰出金 ＋385
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４．主要一般財源の状況

●地方税 137百万円の増

・市町村民税（個人） △21 ・市町村民税（法人） △25

・固定資産税 ＋46

●地方交付税 685百万円の増

・普通交付税 ＋624 ・特別交付税 ＋61

●臨時財政対策債 784百万円の減 　　

５．義務的経費の状況
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特別交付税

臨 時 財 政 対 策 債

５．義務的経費の状況

●人件費 6百万円の増

・退職手当組合負担金 ＋65 ・公務災害補償共済掛金 ＋45

・議員報酬 △25 ・特別職給与 △13

・職員基本給 △26 ・期末勤勉手当 △23

●扶助費 611百万円の増

・子ども手当費 ＋414

●公債費 1,436百万円の増

・繰上償還 ＋1,357 ・定時償還 ＋128
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うち臨時財政対策債以外
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６．投資的経費の状況

●普通建設事業 1,759百万円の増

◆補助事業

・向陽中学校整備 ＋379 ・介護保険施設整備 ＋280

・学校給食センター再編整備 ＋136

・認可保育所施設整備 △374 ・わかあゆの里整備 △228

・健康福祉拠点施設整備 △178

◆単独事業

・水産物産地市場整備 ＋343 ・看護系専門学校誘致 ＋242

・飯の原農村公園整備 △282 ・トキ分散飼育センター整備 △129

・十六島風車公園整備 △101

19.3

決算額

（単位：百万円・％）
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決算額

9,403

災害復旧費

県営事業負担等

単独事業費

11,296

・十六島風車公園整備 △101

７．地方債、債務負担及び積立金現在高

●地方債現在高 5,166百万円の減

借入額（8,968）－元金償還額（14,134） ＝ △5,166

借入額 △444 (合併特例債 +518、臨時財政対策債　△783、過疎債　△186 ）  

元金償還額 +1,562

○主な残高内訳 （単位：億円）

合併特例債 383億円（＋12）、地方道債 190億円（△20）、臨時財政対策債 234億円（＋24）

公共事業等債 63億円（△9）、臨時経済対策事業債 21億円（△4）、一般廃棄物処理債 45億円（△8）

過疎債 57億円（△4）、地域総合整備事業債 39億円（△8）、減税補てん債 23億円(△4）など

（単位：百万円）  

32

項　　　　　目 H23年度 H22年度 増減額  

地 方 債 現 在 高 137,003 142,169 △ 5,166  

臨 時 財 政 対 策 債 23,442 21,073 2,369  

臨時財政対策債以外 113,561 121,096 △ 7,535  

債 務 負 担 行 為 残 高 10,212 9,948 264  

積 立 金 現 在 高 8,245 10,343 △ 2,098  

 

減 債 基 金 1,547 1,702 △ 155  

財 政 調 整 基 金 2,822 2,790

任意繰上償還額 1,577

そ の 他 特 目 基 金 3,876 5,851 △ 1,975  



８．歳入の状況
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9．性質別歳出の状況
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